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第 1章 はじめに 

1－1 背景 

 現在の日本では、少子高齢化や生産年齢人口（15歳～

64歳）の減少が深刻な問題となっている。2019年 1月 1

日時点に総務省が行った住民基本台帳に基づく人口動態

調査によると、人口は 10年連続で減少しており、その減

少幅は 1968年の調査開始以来最大の約 43万人であった

（日本経済新聞、2019）。これに伴い、生産年齢人口も前

年から約 61万人減少しており、これは今後我が国の

GDPの低下を招く可能性がある（厚生労働省、2013）。

このような状況の中で、労働力不足解消の観点からも女

性の社会進出について検討することは重要であると考え

られる。 

  

1－2 日本における女性労働の特徴 

わが国では 1986年に男女雇用機会均等法が施行され

た。この法律は、募集や採用から退職までの雇用上の男

女の均等取り扱いを定めたものであるが、罰則を伴う禁

止規定をもつものではない。そのため、法律制定後も依

然として就業上の男女間格差は存在する。 

他の先進国と比較して我が国の女性労働の特徴は大き

く分けて 3点挙げることができる。 

第 1に雇用形態である。わが国では女性に占める非正

規労働者比率が高い。例を挙げると、女性のパートタイ

ム比率の高さは、イギリスやオランダ、スウェーデンな

どと同様であるが、日本の場合、正規労働者と比較して

非正規労働者の処遇に格差が生じている点に特徴がある

（武石、2006）。 

第 2の特徴は、就業分野が男女間で大きく異なってい

る点である。わが国は、女性は男性と比較して中小企業

で働く割合が高く、職業に関しては管理的職業で女性比

率が極端に低い（武石、2006）。管理的職業とは事業経営

の方針の決定、経営方針にもとづく執行計画の樹立、業

務の監督・統制など、経営体の全般または課（課相当を

含む）以上の内部組織の経営・管理に関する仕事を指

し、これには国・地方公共団体の各機関の公選された公

務員を含む（労働政策研究・研修機構、2011）。 

第 3に、男女の賃金格差の問題である。男女間賃金格

差は年々縮小しているものの、諸外国と比較すると大き

い点が挙げられる。男性の賃金を 100としたとき日本の

女性の賃金は 73.4であり（厚生労働省、2018）、韓国に

次いで世界でワースト 2位である。この格差の主な要因

として、勤続年数、職階の違い、雇用形態などが挙げら

れる。しかし、学歴、職業、勤続年数、企業規模等賃金

に影響するあらゆる条件を考慮して比較しても格差は残

るため、この部分は性別による格差とみることができる

（武石、2006）。 

 

第 2章 先行研究 

 McKinsey & Company（2007）は、トップマネジメン

トにおけるジェンダー・ダイバーシティの優れた企業の

中から、時価総額が 1.5億円ユーロ以上のヨーロッパ大手

上場企業 89社において、財務パフォーマンスについて分

析した。分析結果によれば、平均 ROE、EBIT、株式リ

ターンはともにこれらの企業が産業平均を上回ってい

る。 

また、企業の組織論的なアプローチから分析を行った

結果、トップマネジメントにおける女性の存在が、社内

管理職の機能やモチベーションを高め、トービンの Q、

ROA、ROEなどを向上させる。これにより企業全体のパ

フォーマンスが向上する（Dezso and Ross、2012）。さら

に、全上場企業の女性役員比率をもとに、女性役員比率

が 10％以上の企業について調査した結果、これらの企業

の営業増益率、ROE、PBRはともに全上場企業平均を上

回った。加えて、営業利益の伸びが平均よりも大きかっ

た（日本経済新聞朝刊、2017）。 

 我が国の女性管理職比率は伸び悩んでいるが、多くの

先行研究で女性が指導的地位にいる場合、その企業の業



績に良い影響を与えることが明らかになっている。 

 次に、結婚や出産に着目した先行研究についてレビュ

ーする。川口（2005）によると、アメリカやイギリスな

どをはじめとする海外の研究では、年齢、学歴、勤続年

数などを調整してもなお結婚・出産ともに男性の賃金に

正の効果を有するが、女性賃金に対して結婚はほとんど

効果がなく、出産は負の効果があるとされている。一方

で、それらの研究と日本のデータを用いて賃金を推定し

たものを比較すると、日本では結婚・出産はともに男性

賃金に正の効果、女性賃金には負の効果があることが示

されている。 

 また、労働政策研究・研修機構（2014）が 2012年に

行った質問紙調査によると、100～299人規模及び 300人

以上規模の企業とも女性管理職は男性と比べて未婚の割

合が高い。さらに、有配偶で子供のいる男性管理職は 7

割～8割なのに対して、女性管理職は約 3割に過ぎない。 

 

第 3章 研究課題 

 以上の議論から、諸制度の整備以前に職場において女

性の上昇志向は高まらないのではないか、と考えること

ができる。これが本研究の基本的な問題意識である。 

加えて、仕事へのモチベーション及び上昇志向の指標

の一つと考えられる昇進意欲について男女間の差異に着

目した先行研究として、川口（2012）、安田（2012）が

挙げられる。 

 川口（2012）、安田（2012）では、個人属性や企業属

性を調整したうえでも、女性の昇進意欲や昇進希望は男

性と比較して非常に低いことが明らかになっている。川

口（2012）は、実証分析の結果、女性の昇進意欲を高め

るためには均等化施策が有効であると述べている。さら

に、積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を熱心

に実施している企業では男女ともに昇進意欲が高いこ

と、女性管理職が多い企業では女性の昇進意欲が高いこ

と、また仕事と育児の両立支援施策は女性の昇進意欲と

有意な関係がなく、男性の昇進意欲とは負の相関関係が

あることなどが明らかになっている。安田（2012）によ

れば、女性の場合、自身がスペシャリストタイプの社員

であると認識している女性は管理職希望が弱く、面倒見

の良い上司の下で働く女性は管理職希望が強いこと、一

方男性正社員の場合は、チーム作業である仕事や職場で

働く男性の管理職希望が弱く、反対に裁量性の高い仕事

や職場で働く男性の管理職希望が強い傾向が示され、昇

進希望を規定する要因は男女で大きく異なることが示さ

れている。 

 さらに、女性に焦点を当てたモチベーションについて

の先行研究には、田中（2010）、武石（2014）がある。

対象者をホワイトカラーの女性に限定し、仕事へのモチ

ベーションの規定要因を分析した結果、総合職であるこ

と、人事考課が公平であること、上司と良好な人間関係

が構築できていること、及び昇進・昇格ができることが

女性のワークモチベーションに影響を与えると示されて

いる（田中、2010）。ここで、ホワイトカラーとは管理、

事務、専門技術、販売など、直接生産に携わらない職務

に従事している労働者のことである（田中、2010）。武石

（2014）においては、上司のマネジメントが男女双方の

昇進意欲を高めるために重要であり、女性だけに限定す

ると企業の実施する女性活躍推進や両立支援施策の取り

組みだけでは不十分であり、それが職場の環境を通して

女性に認知されることで、女性の昇進意欲が高まる可能

性が指摘されている。 

本章の問題意識と先行研究の結果に基づいて、本研究

では日本において女性が仕事に対してどのような志向性

を有しているのかを明らかにすることを目的とする。こ

れは、私たちの仕事に対するモチベーションは、これま

で長年にわたり形成されてきた職場環境の影響を受ける

という論理に基づいている。 

 以下が本研究の仮説である。 

I. 「勤続年数が長いほど、モチベーションは低下し、

その変化幅も大きくなる。」 

II. 「男性と比較して、女性のほうがモチベーションの

変化幅が大きい。」 

III. 「仕事のモチベーションは、男性と比較して、女性

のほうが職場環境に関連する要因の影響を受ける。」 

 

第 4章 研究方法 

 本研究では、アルバイトを除く現在働いている男女 85



名を対象に質問紙調査を実施した（ただし、1名は性別を

回答しなかったため、男女比較の分析からは除外してい

る。）。調査期間は 2020年 1月 23日～27日であり、調査

には紙媒体とインターネットサービスである Googleアン

ケートフォームの両方を用いた。質問項目は、勤続年

数、性別、入社（就職）時（以下、入社時）の仕事に対

する期待度及びモチベーション、現在の仕事に対する期

待度及びモチベーション（以下、モチベーション）、入社

時から現在のモチベーションに変化した要因を 13の選択

肢の中から 3つ選択してもらう質問で構成されている。

モチベーションは 10点スケールで測定した。これらの選

択肢は、福利厚生（休暇制度・手当など）（以下、福利厚

生）、教育研修制度、報酬（賞与含む）（以下、報酬）、仕

事への慣れ、職場の雰囲気、ロールモデル（お手本とな

る人物・目標にできる存在）の有無（以下、ロールモデ

ルの有無）、仕事のやりがい、将来のキャリア設計（結

婚・出産・昇進など）（以下、将来のキャリア設計）、結

婚、出産、育児、家族の面倒（親の介護など）（以下、家

族の面倒）、及び昇進とした。なお、これらの質問項目及

び選択肢は筆者の考えに基づくものである。そのうえで

変化要因の 13の選択肢を以下のように分類して考察を加

えた。 

① 企業側の制度に基づくもの 

福利厚生、教育研修制度、報酬 

② 回答者本人の心情や性格により左右されるもの 

仕事への慣れ、職場の雰囲気、ロールモデルの有

無、仕事のやりがい、将来のキャリア設計 

③ 就職後事後的に発生するもの 

結婚、出産、育児、家族の面倒、昇進 

また、分析を行う上で、勤続年数が 1年未満や端数の

回答は切り上げて集計した。 

 

第 5章 結果 

総論 

 グラフ 1からグラフ 4は調査結果を示している。回答

者の勤続年数については、勤続年数 1年 21名、2年 7

名、3年 7名、4年 4名、5年 4名、6年 1名、7年 2

名、9年 3名、10年 3名、11年 3名、12年 4名、13年

1名、14年 3名、15年 2名、19年 1名、20年 3名、22

年 1名、23年 3名、26年 3名、27年 2名、29年 2名、

30年 2名、31年 1名、32年 2名であった。 

 

 

グラフ 1 （筆者作成） 

 

 

グラフ 2 （筆者作成） 
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グラフ 3 （筆者作成） 

 

 

グラフ 4 （筆者作成） 

 

 グラフ 2とグラフ 3を比較すると、入社時のモチベー

ションが 8以上であった割合は約 49.5％であり、現在の

モチベーションが 8以上であった割合は約 24.7％と約

24.8％低下していた。変化要因である 13の選択肢で最も

多かったのは「仕事のやりがい」であり（55.3％）、次い

で「職場の雰囲気」（52.9％）、「報酬」（45.9％）であった

（グラフ 4）。これを前章で示した 3つに分類すると、上

位 2つの選択肢は②の回答者本人の心情や性格に左右さ

れるものに、また「報酬」は①の企業側の制度に基づく

ものに分類される。 

 次に、調査結果を詳細に検討していくと以下の興味深

い点がいくつか確認できた。 

1 入社時比較的モチベーションが高かった（8以上）の

男性 17名と女性 22名を比較すると、変化幅の平均

値は男性約 2.65、女性は約 3.82と女性のほうが大き

い。 

2 勤続年数が 5年以下の男女で入社時から現在のモチ

ベーションが高まっている男女の変化要因には「職

場の雰囲気」が含まれていた。 

3 現在のモチベーションを 10と回答した人たちの変化

要因には共通して「仕事のやりがい」が含まれてい

た。 

 

第 6章 まとめ 

6－1 考察 

総論 

 第 5章の調査結果を踏まえ、以下の考察を提示する。 

入社時より現在のモチベーションが低下していること

から、仕事への慣れや職場環境などから何らかの影響を

受け、働き続けるにつれて仕事へのモチベーションは低

下していくことが推測できる。一方で、得られたデータ

を精査していくと、回答者の中で比較的勤続年数が長い

（勤続年数 20年以上）19名のうち 5名の回答者は入社

時よりもモチベーションが上昇していた。さらに、この 5

名のうち 3名は現在のモチベーションが 10であり、した

がって勤続年数が長いと必ずしもモチベーションが低下

していくわけではないことも明らかになった。ただし、

この調査の直前にやりがいのある仕事を成功させた、昇

進した等の可能性があることも否定できない。 

変化要因について、「仕事のやりがい」及び「職場の雰
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囲気」は回答者の過半数が選択していた。これは仕事に

対するモチベーションがこれらの要因により変化しやす

いということを示しており、職場の満足感が高いほど、

仕事の達成感が優位に高まるという田中（2010）と整合

的である。すなわち、職場の雰囲気や報酬などによって

達成感や充足感が高まることで、仕事へのやりがいが高

まりモチベーションも上昇すると考えられる。その反対

も同様に、達成感や充足感が高まらないと、仕事へのや

りがいを感じられず、モチベーションが低下すると推察

できることから、モチベーションを促進させる要因と阻

害する要因は対である可能性が指摘できる。 

 入社時から現在のモチベーションに変化した要因を第 4

章で分類した 3つの項目に基づいて調査結果を検討する

と、変化要因を 3つともすべて①の企業側の制度に基づ

くものを選択した回答者は 3名おり、それらは全員女性

であった。このことから、女性のほうが内的価値よりも

外的価値に影響を受けやすいことが考えられる。ここで

内的価値とは、仕事に取り組むことそのものに内在する

価値であり、専門性や自律性をはじめとして、仕事の面

白さや達成感などにあたる。一方で外的価値とは、仕事

を遂行するにあたっての労働条件や職場環境に関する特

性であり、金銭的報酬や雇用の安定性、昇進機会、職場

での人間関係、私生活との両立などが含まれる（田靡、

2017）。したがって、現在日本政府や多くの企業が推し進

めている均等化施策や両立支援施策は女性のモチベーシ

ョンを変化させるうえで重要であることが推測でき、こ

れは川口（2012）と僅かに異なる結果が確認できた。 

 以下は第 5章の項目に対応している考察である。 

1 モチベーションの変化幅は女性のほうが大きいこと

から、女性は男性と比較して時間とともにモチベー

ションが変化しやすい傾向にある。女性の仕事への

モチベーションの変化には、公平な人事考課や上司

からのステップアップの打診などが密接に関係して

いるため（田中、2010）、男女で異なる業務内容や対

応、依然として残るステレオタイプな組織風土など

からストレスを受け、変化を引き起こしている可能

性がある。 

2 勤続年数 5年以下の男女で入社時から現在のモチベ

ーションが高まっている男女の変化要因には「職場

の雰囲気」が含まれていたことから、勤続年数が短

いと上司や職場環境から受ける影響は大きい。田中

（2010）では、部下の能力を生かすのも、やる気を

促すのも、上司がその部下を認めて評価することが

重要であり、上司の承認によって部下の様々な可能

性が開かれると述べられている。これは特に比較的

勤続年数が短い（勤続年数 5年以下）人に当てはま

る可能性が高いと考えられるため、このような結果

になったと推測できる。また、上司のマネジメント

は男女双方の昇進意欲だけでなく、仕事へのモチベ

ーションにも大きな影響を与えうると考えられる。 

3 勤続年数にかかわらず、現在のモチベーションを 10

とした回答者には共通して「仕事のやりがい」が含

まれていたことから、仕事へのモチベーションを高

めたまま仕事に取り組むためには内的価値にアプロ

ーチすることが重要である。反対に仕事自体に価値

を見出していると勤続年数にかかわらず、高いモチ

ベーションを維持した状態で仕事に取り組むことが

できると示唆される。 

 

6－2 結論と今後の課題 

 本研究では、職場における女性の上昇志向は高まらな

いのではないかという問題意識に基づき、女性が仕事に

対してどのような志向性を有しているのか検討した。分

析の結果、勤続年数が長いほどモチベーションは低下

し、その変化幅が大きいということは一概には言えず、

男性と比較して女性のほうが働き始めてからのモチベー

ションの変化幅は大きいことが明らかになった。したが

って、働き続けるうえで、仕事へのモチベーションは女

性のほうが変化しやすいことがわかる。また、職場環境

から受ける影響には男女で特徴的な差はみられず、モチ

ベーションを高めたまま仕事に取り組むためには仕事の

やりがいや職場の雰囲気が重要であると考えられる。職

場環境や職種に適応できたかという個人的な問題や職場

内における人間関係等の要因が、仕事へのモチベーショ

ンと密接に関係している傾向が確認された。  

 以上をまとめると、仮説 I「勤続年数が長いほど、モチ



ベーションは低下し、その変化幅も大きくなる。」につい

てはおおよそ支持が得られ、仮説 II「男性と比較して、

女性のほうがモチベーションの変化幅が大きい。」につい

ては支持が得られる結果となった。一方で、仮説Ⅲ「仕

事のモチベーションは、男性と比較して、女性のほうが

職場環境に関連する要因の影響を受ける。」については支

持が得られなかった。この要因として考えられるもの

は、勤続年数の短い男性回答者が多く（37名中 21名）、

新卒者や第二新卒者の離職率が高まる中で、以前より職

場環境の重要性が叫ばれているからである、というもの

である。 

 本研究にはいくつかの限界がある。まず、調査対象者

の数が少ないため限定的な結果しか得られていないこと

である。また、変化要因の選択肢を 3つに分類した項目

の、③は就職後事後的に発生するものとしたが、就職す

る以前から発生していた可能性も考えられる。加えて、

本研究は個人の価値観や感じ方に大きく左右される。例

えば、変化要因の一つとした「昇進」であるが、責任の

ある仕事を任されてモチベーションが上昇する人もいれ

ば、責任が重くなりモチベーションが低下する人もい

る。回答者の性格調査も行った上で調査対象の数を増や

し、変化要因も各項目優先順位をつけてもらうという回

答の仕方にするとより厳密な結果が得られることが期待

される。 

 最後に、ここまで女性のモチベーションや社会進出に

着目して議論してきたが、女性は結婚や出産後も働くべ

きであると主張したいわけではない。性別に関係なく、

働き続けることを当たり前に選択肢の一つに入れること

のできる社会を目指す必要があると考えている。女性の

仕事に対するモチベーションを高めるために、報酬や福

利厚生といった制度の整備も重要であるが、職場の雰囲

気が悪い場合、これらの制度が導入されてもその実効性

は高まらないかもしれない。事実、本研究の結果は、職

場の雰囲気を改善し、仕事そのものの価値を見出すこと

がモチベーションに大きな影響を与えることを示唆して

いる。 
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